第１号様式
事業提案書

　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長　
	住所又は所在地
	

	提案者の名称
（団体及び事業者）
	　　　　　　　　　　　　　　

	代表者役職又は氏名
	　　　　　　　　　　　　　　


	連絡先　℡
	


次のとおり、事業を提案します。
	事業名
	

	実施時期
	　　年　月　日（　）　～　　　　年　月　日（　）

	実施場所
	

	概算事業費
	　　　　　　　　　　　　　円

	参加予定人数
	スタッフ　　　名　、参加者　　　名

	事業の内容
（事業の対象や手法などを具体的に記入）
	＊内容がわかる詳細資料を別途添付


	事業の目的
	＊その目的が中山間地域にとって必要で有益なものか具体的に記入


	事業内容と
その効果
	＊事業内容が課題解決や地域振興のヒントとなり、効果を期待できるか具体的に記入

	具体性・実現性
	＊提案内容の実施体制及び事業計画等を具体的に記入

	地域への効果
	＊提案内容が地域へ寄与する効果を具体的に記入

	公益性
	＊中山間地域振興にどのように寄与できるか。

	財政支援
の妥当性
	＊行政施策と差別化が図られている点は何か。行政がサポートすべき理由は何か。




裏面に続く

＜事業提案にあたっての確認事項＞
提案を行う事業について、該当する□にチェックを入れてください。
	· 事務所運営経費や特定の個人・団体等のみが利益を受ける事業ではありません。

	· 政治、宗教、選挙活動又は営利を目的とする事業ではありません。

	· 市税の納付又は納入の状況の確認についての同意
市において、提案者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。

	· みんなの中山間地域応援事業の事業提案にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

	· 公序良俗に反する事業ではありません。

	· 施設整備など後年度に維持管理経費が生じる事業ではありません。

	· 浜松市の他の補助金等の支援を受ける見込みは
· ありません　　　
· あります（補助金等名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	· 国、他の地方公共団体又は浜松市の外郭団体から別に補助金等の公的支援を受ける見込みは
· ありません　　　
· あります（補助金等名称：　　　　　　　　　　　　  　　　　　　）

	· 給与所得者を雇用する事業者ですか。
· はい⇒市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書又は市民税・県民税特別徴収未実施理由書（第４号様式）を併せて提出してください。
· いいえ



第２号様式
事業予算書

１　収入の部
単位：円
	区分
	予算額
	経費内訳(単価・数量)

	市委託料等
	
	

	
	
	

	計
	
	



２　支出の部
単位：円
	区分
	予算額
	経費内訳(単価・数量)

	報償費
	
	

	賃金
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	原材料費
	
	

	計
	
	



[bookmark: _GoBack]
第３号様式

提案者の概要書

	氏名、団体及び事業者名
	

	住所又は事務所の所在地
	〒

（　　専用事務所　　・　　住居兼用　　・　　その他　　）

	
	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	
	ホームページ
	

	代表者職・氏名
（団体及び事業者）
	

	連絡先
	氏　　名
	

	
	電　　話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	生年月日
（個人の場合）
設立年月日
（団体及び事業者）
	

	会員数
（団体及び事業者）
	

	団体の目的
（団体及び事業者）
	

	主な活動内容
	


※団体又は事業者の場合は、詳細がわかる資料を別途添付してください。

第４号様式
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image1.emf
　　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　提出

　(あて先)  浜松市長　中野　祐介

住所又は所在地　　  

申請者

氏名又は名称 　　　　

代表者職氏名

連絡先担当者

（氏名） 　　　（電話）

当事業所が特別徴収を実施していない理由は下記のとおりです。

なお、下記の理由に該当しなくなった場合は、遅滞なく特別徴収への切替を申請いたします。

生年月日 生年月日

5

電話番号

電話番号



給与が少なく税額が引けない

上記1～4に該当しない

総従業員数が2人以下

事業専従者

（個人事業所のみ該当）

乙欄給与　又は

他事業所で特別徴収されている

給与の支払が不定期



担当者名



担当者名

3



4

6



上記記載内容に誤りはありません。



その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



対象者氏名



1

2

市民税・県民税特別徴収未実施理由書

（　　　　　　　　　課　　　　　　　　　　　　　　　補助金申請用）

記



対象者氏名 特別徴収を実施していない理由



市民税課確認欄

所管課記入欄

上記記載内容について確認をお願いします。



在

　

　

　

職

　

　

　

者

　

　

　

内

　

　

　

訳


